
女性活躍の推進による
「価値創造」経済の実現に向けて
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～ダイバーシティ推進による経営効果～

資料３



0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 

1955 1965 1975 1985 1995 2005

（女性就業率：％）

第３次産業

第２次産業
第１次産業

0 

500 

1,000 

1,500 

1960 1970 1980 1990 2000 2010

（売上高：兆円）

売上高

3.2 

6.7 

7.1 

0 

2 

4 

6 

8 

1990 1995 2000 2005 2010

（15～34歳失業率：％）

若年失業率

（暦年）

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

1960 1970 1980 1990 2000 2010

（営業利益率：％）

営業利益率

営業利益率の期間別平均

やせ我慢・縮小経済バブル崩壊の調整期

人
口

企
業
戦
略

産
業
・事
業
構
造

就
業
構
造

1950 20101980 1990 20001960 1970
石
油
シ
ョ
ッ
ク

バ
ブ
ル
崩
壊

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ

ク
・
金
融
危
機

東
日
本
大
震
災

安定成長高度経済成長戦後復興

プ
ラ
ザ
合
意

販売量

付
加
価
値
率 付加価値

販売量を増やすことが付加
価値拡大に直結

• 人口増 → 市場拡大
• ピラミッド型（系列）の生産構
造による大量生産

７.７％ １０.４％ ５.２％ ３.８％ １.５％ ０.６％

• 売上の低迷→電機を中心に系
列構造の崩壊

• 固定費負担→３過剰問題
• 金融危機、銀行再編を通じて、
ガバナンス機能が低下

• 賃下げ、値下げ競争
（実質円安による競争力の
維持）

↓
• 労働所得の低下、消費低
迷

↓
• デフレ継続

販売量

付加価値

コストカットによる値下げによって、
利益率を維持。

しかし販売量は伸び悩み。

経
済

金
融
危
機

• 成長の限界
→所得の低迷
→パートタイム増加

• 非正規雇用の拡大
→スキル蓄積不足

20.2 

26 0 

34.4 

15 

20 

25 

30 

35 

1990 1995 2000 2005 2010
（暦年）

（非正規比率：％）

非正規比率

年代平均
成長率
（実質）

• 農村からの低廉な
労働力

• 製造業を牽引力に
男性中心の担い手
→専業主婦の増加

不
良
債
権
処
理

付
加
価
値
率

Ｉ
Ｔ
革
命

0

5

10

15

20

25

55

60

65

70

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

（生産年齢人口比率：％）
（高齢化率：％）

高齢化率（右軸）

生産年齢人口比率（左軸）

1.(1) 戦後から現在に至るまでの我が国の成長モデル
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（出所）総務省「国勢調査」、「労働力調査」、「人口推計」、財務省「法人企業統計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、延岡健太郎『価値づくり経営の論理』等を参考に作成



1.(2)経済産業構造行き詰まり打開のための「経済成長ビジョン」と「人を活かす社会ビジョン」

「人を活かす社会ビジョン」

「経済成長ビジョン」

○女性、若者、高齢者、障害者等一人一人
が、置かれた環境と能力に応じて、そうし
た価値創造に参画し、成長を分配するこ
とで、活き活きと働く人々が増える社会
へ。

○「ダブルインカム・ツーキッズ」を通じた、世
帯所得の増加と少子化の克服。

○高齢者を含めた｢全員参加｣の推進によ
り、「現役世代に依存する社会」から「全世

代で支え合う社会」へ転換。

○成熟に裏打ちされた日本人の感性や技術
力を発揮することで、潜在内需を掘り起こ
し、グローバル市場を獲得。いわば「成熟を
力に」した価値創造経済社会を創出。

・高度成長期以来の「大量生産・価格競争」の
成長モデルの限界
→ コモディティ化した製品における
新興国企業との競争激化

→ 賃下げ・値下げの「やせ我慢」競争へ

企業戦略・産業構造の課題

・硬直的・画一的な「終身雇用・正社員・男性中心」の
就労モデルの限界
→人口増加ボーナスによる右肩上がりの成長の終焉
→自前主義で硬直化・同質化した日本的組織、
「正社員」モデルの限界

＊内向き思考、ハングリー精神の欠如
＊｢非正規｣におけるモチベーションの欠如
＊やせ我慢の生産性向上→ワークライフバランスの欠如
（時間当たり生産性が伸び悩む一方、残業で一人当たり
生産性を向上）

就業構造の課題

3



多様な市場ニーズへの対応

・グローバル市場のメインプレーヤーである女性顧客※のニーズに応じ
た商品開発、販売戦略

グローバル展開する企
業にとって、ＳＲＩ（社会
的責任投資）を通じた長
期・安定的な資金調達
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リスク管理能力

（ガバナンス）や変化
に対する適応能力
（柔軟性）の向上

優秀な人材の
確保

（人材活用の母集
団を広げる）

ワーク・ライフ・バ
ランスのための職
場環境整備

子育て支援

（保育サービスの
拡充）

※我が国の家庭の「日常的な買物」における妻の意思決定割合は約74％。
（内閣府「男女の消費・貯蓄等の生活意識に関する調査」（2010年）

※世界では、家計の支出の約６４％を妻が決定
（BCGの12000人超の女性に対するグローバル調査（2008年））

ダイバーシティ・
マネジメント

・多様な人材をフル活用し、企業のパ
フォーマンスにつなげるための人事
管理（個別化された成果主義）

・経済のグローバル化に伴い、その必
要性が高まる。

・女性の活躍推進はそのイントロダク
ション（試金石）

「女性役員が１人以上いる企業
は、能力の範囲拡大やガバナン
ス強化等により破綻確率を２０％
減らせる。」
（2008年英リーズ大 Credit Management  
Research Centre による17,000社を対象とし
た調査結果に基づく）

2.(1)企業経営に女性活躍が求められる背景と意義



■女性の活躍推進が進む企業ほど経営指標が良い。

・世界では、女性役員比率が高い企業の方が、株主資本利益率、売上高利益率、投下資本利益率
などの経営指標が良い傾向。
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（出所）Ｃａｔａｌｙｓｔ 「The Bottom Line : Corporate  Performance and  Women’s  Representation on Boards」（2007）
※Ｃａｔａｌｙｓｔ は、女性と企業分野における米国を拠点とした代表的なNPO。

企業の業績と女性役員の比率

（注）ＲＯＥ、ＲＯＳ、ＲＯＩＣデータは、２００１～２００４年の平均値。役員数は２００１年及び２００３年。「フォーチュン５００」企業（５２０社）を対象。
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2.(2)ダイバーシティ推進による経営効果について①
データ分析に基づく女性の人材活用による企業のパフォーマンスへの影響について



■女性の活躍推進が進む企業ほど株式市場での評価も高まる。

・日本でも、女性の活躍推進に取り組んでいる企業（均等推進企業表彰企業）は、株式パフォーマ

ンスがＴＯＰＩＸ平均を上回る水準で安定して上昇する傾向がみられる。
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（出所）大和証券キャピタル・マーケッツ（株）金融証券研究所「クオンツ情報」2011 年6 月14 日）

均等推進企業表彰銘柄の
対TOPIX超過累積リターン（平均値）

（注）厚生労働省（「均等・両立推進企業表彰（うち、均等推進企業部門及び均等・両立推進企業表彰。平成18年度までは均等推進企業表彰。）」の受賞企業（表彰月の月末に上場していた１５２企業））及び東
証データをもとに作成。

2.(2)ダイバーシティ推進による経営効果について②



・女性の活躍推進のために必要なワークライフバランス（ＷＬＢ）の環境整備（育児介護との両立

支援や雇用者が柔軟に働ける制度など）に取り組む企業は、何もしない企業に比べ、粗利益率が２

倍以上高い。

・ただし、ＷＬＢの取組を企業利益に結びつけるためには、単に育児・介護休業等の制度整備に留

まらず、性別にかかわらず社員の能力発揮を図る人事管理、ＷＬＢ推進の専任組織の設置、職務を

明確化した上での成果評価の客観性向上等が重要。
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※１ 『ほとんど何もしない型』＝「法を超える育児介護支援」と「雇用者が柔軟に働ける制度」の両方の取組度合いの低い企業
※２ 『法を超える育児介護支援成功型』＝「育児介護支援」が生産性にどう影響を与えたかについて、人事担当者の評価により『成功型』『無影響型』『失敗型』に分類。
『成功型』は、人材活用のために取り組むという意識が高く、推進本部の設置等積極的な取組を行う企業が多い。

※『仕事と生活に関する国際比較調査』 （2009年経済産業研究所）の日本企業データの分析結果の一部を用いて作成
（出典）RIETI BBL （２０１１年１２月２１日） 「企業のパフォーマンスとWLBや女性の人材活用との関係： RIETIの企業調査から見えてきたこと」山口一男シカゴ大学教授、RIETI客員研究員。

2.(2)ダイバーシティ推進による経営効果について③
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多様な人材を活用する観点から、推進本部の設置など積極的にＷＬＢ推進に取り組んでいる企業は、

取組後に企業の全要素生産性（ＴＦＰ）を向上させている傾向。
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WLBに対する取組とTFPの関連

原典：山本勲・松浦寿幸（２０１１）ＲＩＥＴＩ－ＤＰ．山本氏提供。

2.(2)ダイバーシティ推進による経営効果について④

○「企業活動基本調査」（経済産業省）の回答企業（商工鉱業、および一部の電力・ガスやクレジットカード業などの一部のサービス業に属する事業所を有する企業のうち、従業
員５０人以上、かつ資本金または出資金３００万円以上）のうち、従業員１００人以上の企業を対象に、ＲＩＥＴＩの研究プロジェクト「ワーク・ライフ・バランス施策の国際比較と日
本企業における課題の検討」において、郵送によるアンケート調査を実施し、回答を得た１６７７社を分析したもの。
○ＷＬＢの取組（推進組織の設置など）を１９９８年から２００３年までに導入した企業のＴＦＰは、未導入の企業よりも大きく伸びている。



2.(3)ＳＲＩ投資におけるダイバーシティの重要性

グローバル展開する企業にとって、ダイバーシティの推進は、ＳＲＩ（社会的責任投資）を通じた長

期・安定的な資金調達を可能とするもの。

・欧州では、ガバナンス等の観点から、ステークホルダー（特に労組）の意向を受けた年金基金を

中心に、ダイバーシティへの取組が評価の対象となったインデックスや格付けを考慮した投資を拡

大している。特に、金融危機後、投資リスク軽減のため、ＳＲＩへの関心が高まりつつある。

・ＳＲＩ格付けにおける「ダイバーシティ」の評価上のシェアは、約1割程度といわれている。
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